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3 と第 4 は、未上場企業が所属する業界
の上場企業平均と未上場企業の比較を行












































































































































































































































































































































2019 年 3 月における当期純利益は 2,400
万円となっている。当期純利益の過去 3
年間平均を比較すると、旅行代理店業界































内に 9 営業所、事故対応サービス拠点 8
か所があり、東京支社もある。従業員数
は 360 名（ 連 結 ） で、2018 年 18 名、































売上高 382,538 422,335 454,600 売上高 10,217 9,805 10,806 
営業利益 27,550 32,379 35,720 営業利益 76 87 28 
経常利益 27,256 32,348 35,959 経常利益 49 94 29 
当期純利益 17,480 22,872 25,483 当期純利益 32 63 24 
純資産額 178,894 190,902 209,219 純資産額 － 251 313 








旅行代理店 (0882) スカイツアーズ 
売上高営業利益率 7.86% 売上高営業利益率 0.26% 
ROA 4.84% ROA 1.90% 
ROE 13.03% ROE 7.66% 
自己資本比率 26.79% 自己資本比率 20.50% 











単位百万円 （出所） 日経 ValueSea 四季報未上場会社版 2020 年版より
－ 7 －
る。2019 年秋の台風 15 号、19 号は各
地に大きな被害をもたらした。自然災害
で保険金支払いが急増したことを受けて、
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保険料収入 1,305,762 1,424,137 1,530,488 保険料収入 16,353 16,704 16,691 
営業利益 － － － 営業利益 － － － 
経常利益 93,641 70,447 94,613 経常利益 603 205 785 
当期純利益 63,577 59,291 64,115 当期純利益 514 50 519 
純資産額 784,460 870,871 851,624 純資産額 － 4,769 4,687 








損害保険 (0692) 大同火災海上保険 
正味保険料経常利益率 6.32% 正味保険料経常利益率 4.70% 
ROA 1.70% ROA 1.88% 
ROE 7.52% ROE 11.07% 
自己資本比率 14.74% 自己資本比率 11.20% 









（ ） al ch、 四季報未上場会社版 2020 年版よ
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（ ） al rch、 会社四季報未上場会社版 2020 よ 成
－ 9 －





































































売上高 350,748 399,015 464,924 売上高 14,617 16,474 17,186 
営業利益 23,656 26,758 23,869 営業利益 1,841 2,713 2,001 
経常利益 23,200 27,072 25,935 経常利益 1,909 2,725 2,103 
当期純利益 17,826 15,027 14,980 当期純利益 1,301 1,943 1,375 
純資産額 185,161 199,010 222,380 純資産額 － 15,788 15,915 












セメント・生コンクリート (0451) 琉球セメント 
売上高営業利益率 5.13% 売上高営業利益率 11.64% 
ROA 5.02% ROA 8.14% 
ROE 7.81% ROE 8.64% 
自己資本比率 37.81% 自己資本比率 61.60% 




























年から 2019 年にかけて 4％増加、40％
増加となっている。拓南製鐵の当期純利







低い数値である。その要因は 2019 年 3
月決算の利益（営業利益 8 百万円、経常
利益 42 百万円、当期純利益 12 百万円）
にある。過去の当期純利益を調べると、
2017 年 3 月の 431 百万円であり、それ
以前の 2016 年度は 459 百万円、2015
年度は 406 百万円と安定していた。仮に
2017 年 3 月の数値で計算した場合、４指
標は次の数値になる。(2017 年 3 月時点
の総資産額、自己資本金額は情報不足の
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売上高 82,574 104,814 123,069 売上高 11,097 13,092 14,401 
営業利益 4,881 4,018 5,520 営業利益 739 27 8 
経常利益 6,047 5,101 8,067 経常利益 586 62 42 
当期純利益 4,132 4,313 6,026 当期純利益 431 35 12 
純資産額 98,149 101,513 105,050 純資産額 － 8,636 8,378 










電炉製鉄 (0102) 拓南製鐵 
売上高営業利益率 4.49% 売上高 業利益率 0.06% 
ROA 3.83% ROA 0.20% 
ROE 6.04% ROE 0.14% 
自己資本比率 65.25% 自己資本比率 39.10% 
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単位 　（出所） 日 Val h 四季報未上場会社版 2020 年版より






























［3］ 拓 南 製 鐵 Ｈ Ｐ　https://www.
takunansteel.co.jp/（2019 年 11 月
閲覧）























































































































































① ジ ョ ン ･ レ イ（John	Rae,	1786-
1873）：『国民経済新論』（Statement of 
Some New Principles on the Subject of 
Political Economy, Exposing the Fallacies 
of the System of Free Trade, and of Some 
















Whitney	Mixter） が，『 国 民 経 済 新
論』を改編し『資本の社会学的理論』
（The Sociological Theory of Capital,	Being	





Charles	Carey,	1793-1879）：『 国 民 経
済 言 論 』（Principles of Political Economy.	






























③フランシス ･ アマサ ･ ウォーカー
（Francis	 Amasa	Walker,	 1840-



















































































































⑧ Bureau	 of 	 Labor , 	 Eighteenth	
Annual	Report	of	the	Commissioner	
of	Labor	1903:	cost	of	the	living	and	
retail	 prices	 of	 food.	Washington:	
Govt.	Print.	Off,	1904.
















































る The Consumption of Wealth	(1928)，ミネ
ソタ大学の W.	C.	Waite	 (1896-1950)	に









（Simon	N.	Patten,	1852-1922） の The 
Consumption of Wealth	 (1889)	や，効用最
大化に関する消費論を展開したワトキン
ス（George	P.	Watkins,	1876-1933）の






14		Dorfman（1959 ＝ 1969）p.	571．その後，1939 年に Cassady（カサディ）との共著で『消費者と経済秩序』
（The Consumer and the Economic Order）として出版された．
15		Dorfman（1959 ＝ 1969）p.	572
16		ドーフマンが挙げた以外にもこの時期に以下のような消費研究があった．
[1] カール・C・ジンマーマン（Carle	C.	Zimmerman）：『消費と生活標準』（Consumption and Standards of 
Living,	New	York,	1936）社会学者による消費の理論的体系化の試み．














































1935 年に引退するまでの 28 年間バーク
レーの経済学部で教鞭をとった．
　ペイショットの主著である Getting and 















[4] ニストロム（Paul	Henry	Nystrom）：『消費経済論』（Economic Principles of Consumption,	1929）
[5] ホイト（Elizabeth	Ellis	Hoyt）：『富の消費』（Consumption of Wealth,	1928），『現代の消費』（Consumption 
in Our Society,	1938）
[6]リード（Margaret.	G.	Reid）：『消費者と市場』（Consumers and the Market,	1938）シカゴ大学でヘーゼル･カー
クに師事した．


































































































から，彼女は	$1,000 の賞金 28 を獲得す
るとともに，この論文を出版する機会を
与えられた．これが，1923 年出版された
A Theory of Consumption29 である．
　その後，カークは，1925 年 3 月にシ


































また，カーク自身による preface には，出版にあたり James	Alfred	Field	 (University	of	Chicago) および，
John	Maurice	Clark（同大学）による指導を受けたことも記されている．

































































































































































































　 マ ク マ ホ ン の 主 著 は，Social and 







The	Consumers’	Perspective	1900-1940”,	Journal of the Academy of Marketing Science,	Vol.	18,	No.	4,	pp.	313-
318.




40		マクマホンが 1911 〜 1937 年まで所属していたワシントン大学（University	of	Washington）には，彼女



























































































Only Yesterday: An Informal History of 
the Nineteen Twenties, Harper	&	Orw,	
Publishers,	 Inc.（『 オ ン リ ー・ イ エ
スタデイ』藤久ミネ訳，筑摩書房，
1993）





Ann	 and	Forget,	 Evelyn	L.	 eds.	
2000.	A Bio-graphical Dictionary of 
Women Economists,	Cheltenham,	U.K.:	
Edward	Elgar.
[4]Dorfman,	 Joseph.	 1969=1959.	The 
Economic Mind in American Civilization: 




Century	Economics.	 In	Gender and 
American Social Science: the formative 






Kappa Omicron Nu FORUM,	11	(2)	Fall,	
25-42.
[7]Kyrk,	Hazel.	1976=1923.	A Theory of 
Consumption,	New	York:	Arno	Press.
[8]Mason,	Roger	S.	1981.	
　 A 	 P a t h f i n d i n g 	 S t u d y 	 o f	









Getting and Spending at the Professional 
S t a n d a rd  o f  L i v i n g ,  New	 York :	
ArnoPress.
[11] −−−−−− 1929.	How	workers	
spend	 a	 living	wage:	 a	 study	of	
the	 incomes	and	expend-itures	of	
eighty-two	 typographers'	 families	
in	 San	 Francisco. 	 (University	
of 	 Ca l i forn ia 	 publ ica t ions 	 in	







[12]Reid,	 Margaret	 G.	 1972.	“Miss	
Ha z e l 	 Ky rk” , 	 H i s t o r y  o f  t h e 




























































































































 アンケートに回答してもらった本学生の環境意識を単純集計したものが図 1 である． 




図 1 本大学の学生の環境意識 
Sample Mean Median Mode S.D.
問4 172 2.797 3.000 3.000 0.458
問10 172 2.436 2.000 2.000 1.135
問14 173 3.636 4.000 4.000 0.724
問1 172 1.738 2.000 2.000 0.578
問2 172 2.506 2.000 2.000 0.895
問3-1 172 2.936 3.000 3.000 0.859
問3-2 172 3.419 3.000 3.000 0.924
問3-3 171 2.965 3.000 3.000 1.040
問3-4 172 3.483 4.000 4.000 0.713
問3-5 172 3.453 3.000 4.000 0.744
問5 155 2.819 3.000 3.000 1.365
問6-1 172 1.970 1.000 1.000 1.028
問6-2 171 2.094 3.000 3.000 0.990
問6-3 172 1.767 1.000 1.000 0.981
問6-4 171 1.930 1.000 1.000 1.032
問6-5 172 2.581 3.000 3.000 0.851
問6-6 171 1.181 1.000 1.000 0.560
問6-7 172 2.738 3.000 3.000 0.754
問6-8 172 2.523 3.000 3.000 0.939
問6-9 172 2.913 3.000 3.000 0.550
問7 172 3.488 4.000 4.000 1.520
問8 172 2.413 2.000 1.000 1.422
問9 169 2.124 2.000 3.000 1.048
環境負荷軽減のための公共交通機関利用に関する項目
問11 173 1.566 2.000 2.000 0.497
問12 73 1.562 2.000 2.000 0.500
問13 100 1.820 2.000 2.000 0.386
問15 173 2.075 2.000 2.000 0.374





























































































































































































状態」(Q34) と 0.37 の低い関連性が，「沖
 
 まず，図 6 が時間割引率のほとんどみられないことから利己的な行動選択すると計算さ
れた学生の分析結果である． 






 図中の右側は表 1 のアンケート項目における日常生活における環境配慮行動を表してい
る．被説明変数（SI）から「節水に努める」（Q63，1.09）という環境配慮行動との関連性
がみられ，次いで「ゴミを出さないように努める」（Q62，0.62）の環境配慮行動もみられ








図 6 本大学における時間割引率がほとんどない学生の環境意識と環境配慮行動の関係 
－ 35 －
縄の海の環境状態」(Q31) と「沖縄のゴ







































表 2 標準化係数とモデル適合度（図 6） 
標準化係数
推定値
SI <--- Q32 -0.23
SI <--- Q34 0.227
SI <--- Q31 0.112
Q62 <--- SI 0.617
Q69 <--- SI 0.008
Q63 <--- SI 1.087
モデル検定
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 0.000 0.000 0.119 0.84
独立ﾓﾃﾞﾙ 0.141 0.077 0.203 0.015
図 7 本大学における時間割引率がみられた学生の環境意識と環境配慮行動の関係 
 
次 で，時間割引率がみられたことから利他的な行動を選択すると計算された学生の分










表 2 標準化係数とモデル適合度（図 6） 
標準化係数
推定値
SI <--- Q32 -0.23
SI <--- Q34 0.227
SI <--- Q31 0.112
Q62 <--- SI 0.617
Q69 <--- SI 0.008
Q63 <--- SI 1.087
モデル検定
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 0.000 0.000 0.119 0.84
独立ﾓﾃﾞﾙ 0.141 0.077 0.203 0.015


















































































AL <--- Q34 -0.018
AL <--- Q35 0.077
AL <--- Q31 0.074
Q62 <--- AL 0.603
Q69 <--- AL 0.367
Q63 <--- AL 0.545
Q66 <--- AL 0.189
Q68 <--- AL 0.370
Q65 <--- AL 0.453
モデル検定
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90
ﾓﾃﾞﾙ番号 0.033 0.000 0.083
独立ﾓﾃﾞﾙ 0.082 0.053 0.11



















































自家用車の利便性の高さは伺える．表 4 からは学生一人あたり月々¥2,000 の通学補助を
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Discussion about the Promotion of Evidence-based Policy Making to Japan
-Case study of EBPM in Japan, UK, US and child poverty
金城敬太†　Keita Kinjo  平敷卓†  Taku Heshiki
†沖縄国際大学　経済学部　経済学科






























































































(Randomized Control Trial; RCT)
の分析やレビュー 
1b 少なくとも１つの RCT RCT 
2a 少なくとも１つの準実験 差の差の分析、回帰分断デザイン、 
操作変数法 
2b 少なくとも１つの非実験 回帰分析、コホート研究 
3 比較試験、相関研究、記述的研究 前後比較、ベンチマーク 
4 専門家や実務家の意見 検討委員会による討議、 
パブリックコメント 



















                                                   
1 OCEBM Levels of Evidence Working Group*. “The Oxford Levels of Evidence 2”. 
Oxford Centre for Evidence-Based Medicine. https://www.cebm.net/index.aspx?o=5653 
は政策実務者、研究者、市民に対して EBPM の調査をしており、EBPM の導入の障害とし
て、実務者の統計や学術的な研究を理解するというスキルが十分でないことや市民の理解











実際に EBPM を推進するための一般的 問題点とその対応、さらに子どもの貧困対策の議
論からより詳細な問題点やその対応について議論する。最終章では総括を行う。 
 















果；Rubin, D.B. 1974）を判定するものである。 
 
表１．エビデンスのレベルとその手法 
レベル 分析の内容 手法の例 
1a 複 数 の ラ ン ダ ム 化 比 較 試 験 RCT のメタアナリシス、系統レビュー 


































































に、開発経済学の分野においては貧困の対策として膨大な事例が存在してい （Sabet, S. 
M., & Brown, A. N. 2018）。開発援助の分野では 2003 年に設立されたマサチューセッツ工
科大学 「貧困アクションラボ」を中心に RCT を用いた政策評価が数多くなされるように


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
9文部科学省 平成 29 年度「教育改革の総合的推進に関する調査研究～エビデンスに基づく教育政策の在り方に関する























図 2.相対的貧困率 貧困率の推移 
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満とされている ( ※厚生労働省「平成 25
年国民生活基礎調査」による貧困基準(122







年 1 月 17 日に施行されている（2019 年























































































































遡って調査・分析することでその要因を研究している（阿部	2011，阿部 2014）。他にも Oshio,T.	ら (2010) の
研究がある。また、日本財団による、大阪の箕面市のデータを分析した研究もある ( 日本財団	2018)。具体的に
は、生活保護世帯と経済的に困窮していない世帯の偏差値の推移（国語）を調べたところ、前者の世帯の子ども
の偏差値が 10 歳（小学 4 年生）を境として低下することなどを明らかにしている。具体的な政策の分析として
は、山野らはスクールソーシャルワーカーに関するいくつかのプログラムとその効果についての相関を調査して













































































































権下での RCT の推進や、2000 年代のオ
バマ政権でOMBの強力なイニシアチブの
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